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第6回川崎市債投資セミナー

説明資料

平成21年8月20日

～市民の参画によるまちづくりを目指して～

川崎市

川崎のまちづくりと市債
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はじめに～ 市政運営を進める3つの柱

具体性を持った政策の基本構想

臨海部再生や都市拠点整備について、企業誘致策や駅周辺整備など、
具体的取組内容を策定・推進

11
川崎再生フロンティアプラン・第2期実行計画の推進

持続可能な財政基盤の構築

人件費削減・事業見直し等による効率的な財政運営

債権確保強化・市有財産有効活用による歳入確保
⇒ 行革効果を市民サービスに還元

22
新行財政改革プランの推進

市民本位のまちづくりに向けた取組を一層推進

パブリックコメントや区民会議を踏まえた課題解決に向けた事業の推進、
住民投票制度の創設、協働のルールに基づく市民提案型事業の具体化、
区役所機能強化の一層の推進

33
自治基本条例に基づく市民本位のまちづくり
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本日の御説明内容

1 躍動する川崎市について

2 川崎市の財政状況について

3 川崎市債について



① 元気都市かわさき

② 都市拠点・ネットワークの整備と川崎

臨海部の再生

③ 環境配慮・循環型の地域社会づくり

1 躍動する川崎市について
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元気都市かわさき （1）
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川崎市内大型小売店
商品販売額

川崎市内非居住用
建築着工床面積

川崎市内製造品
出荷額の推移

川崎の経済活動はますます
活発になっています

（兆円） （億円） （万平米）

出典：工業統計調査（神奈川県） 出典：大型小売店統計調査（神奈川県） 出典：建築統計年報（国土交通省）
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麻生区

多摩区

宮前区

高津区

中原区

幸区

川崎区

元気都市かわさき （2）

ハイテクラインのJR南武線の沿線には、200を超える研究開発拠点が集積

東芝

キヤノン

パイオニア

デル

三菱ふそうトラック･バス

新しい科学･技術や産業を
創造する研究開発拠点

新川崎・創造のもり
（慶応大学、KBICなど）

ダウ･ケミカル日本

神奈川口

味の素

エリーパワー

エレクトロニクス産業等
研究開発拠点
マイコンシティ

（関連企業44社）

日立製作所

富士通

サントリー

日本電気

研究開発型企業の支援
KSP

かながわサイエンスパーク
（ベンチャー企業100社超）

富士通ゼネラル

アジア起業家村（THINK）
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推計実績

元気都市かわさき （3）
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人口の増加状況と将来推計
(2005年～2030年)

人口1人あたり課税対象所得額
（2009年度）

（万人）

出典：川崎市将来推計人口調査

（百万円）

出典：2009年版個人所得指標

川崎市：2.03

実績値は
4月1日時点のもの



7

神奈川口構想の推進

羽田空港再拡張・国際化に伴い川崎に

新しい玄関口を形成

（臨空関連機能の整備、「環境、ライフサイエン

ス分野のイノベーションセンター」の形成等）

戦略的な土地利用の促進

地域特性を活かした土地利用の誘導、

世界の拠点となる機能の集積を推進

川崎駅周辺地区の整備

新川崎・鹿島田駅周辺地区の整備

小杉駅周辺地区の整備

登戸・向ヶ丘遊園駅周辺地区の整備

など

都市拠点の整備と川崎臨海部の再生

都市拠点の整備

首都圏全体における拠点機能や基盤形成の動きを踏まえながら、

本市の地理的優位性を活かした「広域調和・地域連携型まちづくり」を推進

川崎臨海部の再生

神奈川口

羽田空港
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広域交通体系の整備

ＪＲ横須賀線武蔵小杉駅の整備と川崎縦貫高速鉄道線整備事業の取組

川崎縦貫高速鉄道
新百合ヶ丘～武蔵小杉

接続ルート

横須賀線武蔵小杉新駅
平成22年3月開業(予定)

武蔵小杉
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環境配慮・循環型の地域社会づくり

浮島に建設予定のメガソーラー
（太陽光発電所）

仮称リサイクルパークあさお
完成イメージ図

「低CO2川崎ブランド」の創設

環境ビジネスの推進 《環境産業革命》

「川崎国際環境技術展」及び

「アジア知的財産フォーラム」の開催

国連環境計画（UNEP）連携事業

メガソーラーの推進

レジ袋削減に向けた市民・事業者との連携

カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略

ミックスペーパー（雑かみ）、生ごみ等のリサイ

クルの推進

分別収集の拡充

仮称リサイクルパークあさお等の整備

ごみ減量化と分別・リサイクルの推進



① 市の予算を家計簿に例えると

② 他都市に比べて税収の割合が高い

③ 他都市に比べて人件費の割合が高い

④ 行財政改革の取組み

2 川崎市の財政状況について
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市の予算を家計簿に例えると

収入計 596,600円収入計 5,817億円

各種ローンの借入金
67,200円

市債発行
655億円

祖父母からの援助など
112,700円

国・県支出金など
1,099億円

お父さんの収入と
お母さんのパート収入

416,700円

市税などの
自主財源

4,063億円

1ヶ月の家計に例えると
平成21年度予算

（一般会計）

収 入

年収500万円（月収41万6,700円）とすると・・・

※平成21年度末見込

支出計 596,600円支出計 5,817億円

光熱費・被服費など
57,200円

物件費 558億円

下宿してる子供への
仕送りなど 126,100円

繰出金・補助金等・出資金・
貸付金など 1,229億円

自宅の増改築・修繕費
119,400円

投資的経費・維持補修費
1,164億円

ローン返済など 81,100円公債費 791億円

医療費 99,800円扶助費 973億円

食費 113,000円人件費 1,102億円義
務
的
経
費

1ヶ月の家計に例えると
平成21年度予算

（一般会計）

支 出

ローン残高 1,163万円市債残高※ 9,453億円 預貯金残高 182万円基金残高※ 1,479億円

年収500万円の約2.3倍
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歳入構造：他都市に比べて税収の割合が多い

市民税、固定資産税な
ど、みなさんが市に納め
る税金の総称です

国が徴収した税金を、す
べての自治体が一定の
サービス水準を維持でき
るように、配分するもの
です

施設の整備など特定の事
業を行う場合、国が負担
や補助をするお金のことで
す。その事業以外に、お金
を使うことができません

公園、道路、学校、文化
施設など身近な公共施
設の整備のために必要
となる資金の一部の借り
入れを行うものです

※平成19年度決算（普通会計）

市税 地方交付税 国庫支出金等 市債

44.6%

55.0%

6.0% 15.4%

14.7%

10.2%

10.0%

23.8%

20.2%

0.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

政令指定都市平均

川崎市

市税 地方交付税 国庫支出金等 市債 その他

自主的な財源である
市税が50％を超えている
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17.6% 17.5%

17.5%

13.9%

14.2%

14.9%

10.0%

36.1%

37.4%20.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

政令指定都市平均

川崎市

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

歳出構造：他都市に比べて人件費の割合が高い

人件費比率
第17位/17

扶助費比率
第10位/17

公債費比率
第10位/17

※平成19年度決算（普通会計）

義務的経費比率
第14位/17

義務的経費
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行財政改革の取組

バス車体への広告掲示（ラッピングバス）はるひの小中学校新築（ＰＦＩ事業手法導入）

【主な取組み】

補助助成金の見直し

債権確保策の強化

3年間で1,000人の職員削減

区役所機能の強化

効率的な整備・運営手法の導入 等

【主な取組み】

職員数の削減（2,178人）

人事給与制度改革

市有財産の有効活用

ＰＦＩなど新たな事業手法の導入 等

改革の基本目標：「元気都市かわさき」を実現する都市経営基盤の確立

行財政改革プラン 新行財政改革プラン

平成21年度予算では、目標を59億円上回る629億円の改革効果

第1次プラン（平成14～16年度）
第2次プラン（平成17～19年度）

（平成20～22年度）
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行財政改革成果の市民サービスへの還元

改革の効果

幹線道路の緊急渋滞対策 等

川崎市の行財政改革は、役所の仕事の効率化を高め、

充実した市民サービスを将来にわたって提供することを目的に推進しています。

子ども関連施策の充実（小児医療費助成拡充、小中学校冷房化等）

公共施設トイレの快適化（区役所・学校）

維持補修等の充実（公園・道路・街路樹）

私立幼稚園保育料等補助の拡充

新たな財源

充実した市民サービスを提供

《《平成平成2121年度から実施年度から実施》》



① 市債の意義

② 市場公募債発行計画

③ 川崎市のIR活動について

3 川崎市債について
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市債の役割

市債の役割とは？

公園、道路、学校、文化施設など、長期間利用できる公共施設を整備するために資金が必要と
なります

その施設を利用する市民の間で、世代間で平等に整備費用を負担するために、「市債」という
借金をします

最初の年～10年後の
税で負担

11年後～20年後の
税で負担

21年後～30年後の
税で負担

みんなで使うものは、

みんなで負担しよう、

という考えです
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川崎市債の購入を通じて市政に参画

誰もがいきいきと
心豊かに暮らせる

持続可能な市民都市
かわさき

川崎市債

みんなが住みやすいまちへ

市民の皆様

公園、道路、学校、文化施設などの公共施設の整備

まちづくり
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市場公募債発行計画

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

50505050505030010年共同発行

下半期度スポット発行100
20年又は

30年

上半期度スポット発行10020年

年度スポット発行10020年

10015025010年

1001501003505年

全
国
型
市
場
公
募
地
方
債

川
崎
市
個
別
発
行

市
場
公
募
債

22年21年発行総額

【億円】
発行年限区分

川崎市では5年公募公債の市民の皆様への販売を推進しています

川崎市では、市債の発行月を分散させていますので、5年債への投資の機会も数回ございます

今年度の5年債は、9月と1月に発行を予定しています
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市場公募債（5年債）の発行案内

払込・発行日発行月の下旬ごろ

募集期間終了
（募集期間最終日の前であっても、売り切れとなる場合があります）

発行月の中旬ごろ

利率などの発行条件を決定
⇒報道発表資料配布、ホームページ公開、IRニュース配信
⇒翌営業日より窓口販売開始

発行月の上旬ごろ

発行概要を決定
⇒市政だよりに掲載、ホームページ公開、IRニュース配信、パンフレット配布

発行月の前月下旬ごろ

川崎市では、市債発行に関する情報を

IRニュースを通じてタイムリーに

メール配信しています
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IRポリシー

IR基本方針

信頼性の高い情報発信

双方向活動

わかりやすい情報発信

組織的対応

IR活動方針

市役所内部の情報流通を円滑にするとともに、透明性を確保

問合せ、情報提供などに際しては、窓口を一本化してすみやかに対応

市民・投資家や市場関係者の皆様の情報ニーズの把握と対話を重視

ご意見・ご要望を的確に把握し、今後の情報発信、IR活動に反映させると
ともに、本市の都市経営に活かしていく

整理された情報を市民・投資家や市場関係者の皆様にわかりやすく伝え
川崎市に対する適正な認識を持っていただくことに努める

市民・投資家や市場関係者の皆様との信頼関係を構築

現在の財政状況並びに将来のリスク関連情報をありのまま偏りなく伝え
るとともに、組織として適時かつ継続的に情報発信していく

1

2

3

4

川崎市自治基本条例

IR活動によって生まれる
情報共有

自治運営の基本原則＝「情報共有の原則」「参加の原則」「協働の原則」

第16条「市長は財政情報などをわかりやすく公表すること」

市民・投資家、地域社会・地域企業の皆様など

⇒各ステークホルダー相互の理解と信頼を醸成

⇒市政への市民参加と協働の取組によるまちづくりへとつなげていく
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川崎市ホームページ

川崎市トップページ『市民の方へ』
URL: http://www.city.kawasaki.jp

IRサイト

『暮らしのインデックス』の
『市債・IR・ペイオフ』をクリック

【お問い合わせ先】

川崎市財政局財政部資金課

TEL : 044-200-2182・2183
E-mail : 23sikin@citｙ.kawasaki.jp

IR専用ページ：
http://www.city.kawasaki.jp/23/

23sikin/home/ir/ir.htm

市債・IR・ペイオフ

『川崎市投資家情報』
をクリック


